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内閣府 オープンイノベーションチャレンジ２０２１
公募テーマ：「海岸漂着物を燃料等として再資源化する技術」（京都府）

提案者：(株)ミツワ製作所／㈱鶴見製作所

オンサイト型過熱水蒸気式炭化装置を用いた
海岸漂着物の減容化及び再資源化
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京都府における海岸漂着物処理に関する課題

塩分を多く含んだ多種多様な海岸漂着物を燃料等として再資源化することにより

埋立処理量の減少、資源の循環化を図ることができる製品・サービス

＼求める技術・サービス／

背景
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 海岸漂着物の回収量が増加傾向
 回収・処理に要する費用も増加
 回収・分別伴う地元負担も大きい

現状・課題

海水に長時間浸されていたことにより漂着物自体が塩分を多く含んでいる
ことに加え、多種多様な材質のごみが混在しているが、コスト面で分別が困
難
（一部、現地住民がボランティアで行っている程度）

➡ 大半が直接埋立処理しているが、埋立可能な場所も年々減少
新たな処理方法の検討が必要

「負担」から「価値」へ
パラダイムシフト！
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提案
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海岸漂着物
埋め立て

オンサイト型
過熱水蒸気式
炭化装置

炭化

ガス化

農業用肥料

エネルギー

埋立処分量低減、価値への転換に貢献

分別不要
塩抜き不要



4

装置フロー図
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600℃以上の過熱水蒸気で対象物を熱分解する装置 蒸し焼き
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項 目 過熱水蒸気の効用

1. 還元雰囲気 無酸素状態で熱分解することでダイオキシン類の発生を抑制

2. 爆発防止 蒸気の不活性効果により、ガスの燃焼・爆発を抑制

3. 熱分解率 蒸気の輻射熱、熱伝達率の向上によりガス化・炭化を高速化、
処理時間を2分の1に短縮

4. タールの分解 木質バイオマスの熱分解時に発生するタールを、蒸気との水性ガス反応に
よりガス化し、タールを分解、無害化

5. ガスの増熱・増量 水性ガス反応により、回収ガスが約1.5倍増熱・増量

6. 賦活効果 蒸気の賦活効果により炭化物中の有機分をガス化、良質な炭化物を取得

装置の概要

※汚泥を用いた実証試験では、投入前の3/100に減容化
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実用化に向けて必要となる実証実験
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１ 処理能力に関する実証

２ 運用方法に関する実証

① 処理対象物の大きさ、種類、状態等の確認 ⇒ 事前処理の有無の検討

② 処理の試験実施 ⇒ 減容率の確認

有害物質の排出の有無の確
認

残渣等に含まれる物質の分
析

② 現行の関連法令における必要手続き等の確認

① 現行の処理スキームの確認 ⇒ 最も円滑に導入できる運用方法の検
討
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現地調査で確認した結果

１-①処理能力に関する実証

１．海岸漂着物の大きさ
発泡スチロールがバラバラになった大きさのもの（直径２～3ｍｍ）
５００ｍｍ×５００ｍｍ程度の浮きなどもある。
漂着木材は１０ｍを超えるものもあるが、小枝なども多数見受けられた

※事前の粉砕は必要である。投入口２５０ｍｍ×１５０ｍｍ程度にしない
と

投入難しい
２．海岸漂着物の種類

材木・プラスチック・ペットボトルに入った液体類
漁網や漁具等もあり、外国製では鉛が付着しているものもある

※事前分別は必要はないが、鉛等の汚染については今後の課題となる

鉛を処理することが課題となる。炭化物に鉛がどう影響するかも検証
必要
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２－①現行の処理スキームの確認

法規制について

１．産業廃棄物と一般廃棄物

海岸漂着物はどれにあたるのか？

木質系は一般廃棄物？

その他は産業廃棄物？

自治体によって「判断」が大きく分かれることが判
明
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海岸漂着物処理の運用スキーム(一例）

現在：回収作業分別は、地元ボランティア活動及びシルバー人材センター（有償
）

大型物は地元土木業者様にショベルカーにて回収

運搬は、産廃は産廃業者様にて運搬。一般廃棄物は地元処理センターに
て運搬

処理については、産廃は埋め立て処理。一般廃棄物は地元処理センター
にて焼却
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２．実証試験を行うための調査
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（１）「海岸漂着物」
の運搬

持ち込める？

（２）「海岸漂着物」の熱分解
試験

実施可能？

実施不可？

持ち出せない？

持ち込めない？

（３）設備としての規制
対象

熱分解装置？

焼却装置？

持ち出せる？

２－①現行の処理スキームの確認



1010

２－②運用方法に関する実証

装置について

１．「焼却設備」「熱分解設備」

焼却設備にあたることが判明したが、「熱分解設備」の基準もクリアできていることが分かっ
た。

基準クリアしているための証明
２．この装置で実証することを各自治体様の同意を得る必要がある

実証するにあたり

１．営利目的ではなく、あくまで試験研究である証明をする
２．海岸漂着物の運搬について

実証地自治体様の同意を得る必要がある
排出先自治体様から実証地自治体様へ依頼分の送付必要

３．試験研究にあたり、廃棄物の適正処理の証明をする

全てクリアでき、実証地自治体様及び、排出先自治体様
の同意を得れ、運搬及び実証が可能となった。

この作業に３か月要
した
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今後の取り組み

Ｆ／Ｓ オンサイト化開発 実証

事業化• 実運転
• 減容化率の確認
• 有害物質の有無
• 発電の可能性

を調べる

• オンサイト化改造

• オンサイト実証で
の法規制確認

• オンサイト化装置
の法規制確認

• オンサイト実証試験
• コスト試算

以前鳥羽市で海岸漂着物の実証試験を行っており、ダイオキシン類の発生はない。
今後の課題は、どれだけエネルギー化できるか？
減容化率で産廃処理費と比べてコスト低減できるか？を考える。

㈱鶴見製作所は汚泥処理技術を核に
炭化装置で減容化に取り組んでおり
、

今まで培ったコスト意識で海岸漂着
物減容化技術を磨きます。

ミツワ製作所では、１０年以上培った過
熱水蒸気式炭化装置技術でこの装置を作
り上げてまいります。 鳥羽市海岸漂着物ダイオキシン測定結果


